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提案理由 
国において、令和９年度の介護報酬改定に向けて検討しているところだが、全

ての高齢者が尊厳を保ち自立した生活を送るため、利用者にも事業者にも持続可

能な制度となるよう強く要望するものである。 
 



令和９年度介護報酬改定及び介護保険制度改正に向けた意見書 
 
令和８年４月２７日に厚生労働省の社会保障審議会・介護給付費分科会が開催さ

れ、令和９年度介護報酬改定に向けて審議が開始されたところです。 
令和６年度の介護報酬改定で訪問介護事業所の基本報酬が引き下げられたことや

人材不足、人口の減少など複合的な要因から、事業撤退に追い込まれている事業者
が増えるなど、介護事業を取り巻く環境は厳しい状況にあります。 
そのため、令和９年度からの次期改定では、介護分野の賃上げ、経営の改善、人

材確保や離職の防止が必要との考えのもと、介護サービス事業者の経営状況や物価
高騰などを適切に反映する必要があります。 
また、同省の社会保障審議会・介護保険部会では、令和９年度介護保険制度改正

に向けて、利用者負担の範囲の見直しやケアマネジメント１０割給付の見直しが検
討されています。 
こうした改正は利用者負担の増加につながることから、支援が必要な人の利用控

えを招くことになり、サービスを受けることなく心身の状態が悪化し、かえって介
護費や医療費の増加につながる可能性があります。また、介護保険料を納めている
にもかかわらず必要なサービスを利用できないという矛盾した状況にもなりかねま
せん。 
よって、国においては、全ての高齢者が尊厳を保ち自立した生活を送るため、利

用者にも事業者にも持続可能な制度となるよう、以下の項目について要望します。 
 

１ 在宅介護を支える在宅サービスの給付を充実するとともに、地域の介護を支え
る中小規模の訪問介護事業者が安定してサービスを提供できるよう、訪問介護の
基本報酬を引き上げること。 

２ 利用者負担の範囲は現行の制度を維持するとともに、低所得者の利用料の軽減
が図られるよう、財政措置を講じること。  

３ 低所得者に対する介護保険料の軽減措置については、低所得者の負担が増加し
ないよう、必要な措置を講じるとともに、国の責任において必要な財源を確保す
ること。 

４ 新設される「登録施設介護支援」を一般の居宅介護支援に波及させることなく
在宅サービスにおけるケアマネジメントは１０割給付を維持すること。 

５ 人材不足や安全性が危惧されるケアマネジャーやホームヘルパーの確保・定着
のため、実効性のある対策を講じること。 

６ ケアマネジャーの業務負担を軽減し、労働環境を改善するために、業務範囲を
明確にし、法定外業務（シャドウワーク）を解消する対策を講じること。 

７ 近隣自治体との賃金格差を解消するため、介護報酬に係る地区区分のあり方を
見直すこと。 

８ 介護保険財源の確保に向け、現在２５％となっている国の負担割合を引き上げ
ること。 

９ 介護ＤＸの推進にあたっては、利用者、事業者や自治体の状況を踏まえ、必要 
 な支援策を講じること。 
 
 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 
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